
①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

  

  2015年満期ユーロ円建取得条項付転換社債型新株予約権付社債 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  7,000,000

計  7,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月１日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  4,484,818  4,484,818
東京証券取引所 

（市場第一部） 

当社は単元株制

度を採用してお

りません。 

計  4,484,818  4,484,818 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

決議年月日 平成23年11月28日 

新株予約権の数（個）           20,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）    －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    （注）１ 上限  348,979

新株予約権の行使時の払込金額（円）    （注）２  573,100

新株予約権の行使期間            （注）３ 
平成23年12月28日から平成27年11月30日まで 

（行使請求受付場所現地時間） 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  573,100 

資本組入額 286,550 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使は出来ないものとす

る。 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

  

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債

に付されたものであり、本社債からの分離譲渡

はできない。 

  

代用払込みに関する事項 

  

各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株

予約権に係る本社債を出資するものとし、当該

本社債の価額は、その額面金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）４ 
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（注）１ 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合は、行使請求に係る本社債の額面金額の 

総額を下記２記載の転換価額で除した数とします。但し、行使により生じる１株未満の端数は切捨て、

現金による調整は行いません。 
  

   ２(1)各本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債を出資するものとし、当該本社債の

価額は、その額面金額と同額とします。 

    (2)本新株予約権の行使時の払込金額（以下「転換価額」という。）は、当初、573,100円とします。 

    (3)転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株

式を発行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、下記の算式により調整されます。な

お、下記の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）

の総数をいいます。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割若しくは併合、一定の剰余金の配当又は当社普通株式の時価を

下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを

含む。）の発行が行なわれる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整されます。 
  

   ３ 新株予約権の行使期間は、平成23年12月28日から平成27年11月30日まで (行使請求受付場所現地時間)  

     とします。但し、①本社債の繰上償還の場合は、償還日の東京における３営業日前の日まで（行使請求 

受付場所現地時間）（但し、本新株予約権付社債の要項に定める税制変更による繰上償還の場合に、繰

上償還を受けないことが選択された本社債に係る本新株予約権を除く。）、 ②本社債の買入消却がな

される場合は、本社債が消却される時まで、また、③本社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益

の喪失時までとします。上記いずれの場合も、平成27年11月30日（行使請求受付場所現地時間）より後

に本新株予約権を行使することはできません。 

但し、当社の組織再編等を行うために必要であると当社が合理的に判断した場合には、組織再編等の効

力発生日の翌日から14日以内に終了する30日以内の当社が指定する期間中、本新株予約権を行使するこ

とはできません。 

上記にかかわらず、本新株予約権の行使の効力が発生する東京における日（以下「株式取得日」とい

う。）（又は株式取得日が東京における営業日でない場合は東京における翌営業日）が、基準日（以下

に定義する。）又は社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75号）第151条第１項に従い株主

を確定するために定めたその他の日（以下「その他の株主確定日」という。）の東京における２営業日

前の日から当該基準日又は当該その他の株主確定日（基準日又はその他の株主確定日が東京における営

業日でない場合は、当該基準日又は当該その他の株主確定日の東京における３営業日前から当該基準日

又は当該その他の株主確定日の東京における翌営業日）までの期間に当たる場合、当該本新株予約権を

行使することはできないものとします。但し、社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替制度を通

じた新株予約権の行使に係る株式の交付に関する日本法、規制又は慣行が変更された場合、当社は、本

段落による本新株予約権を行使することができる期間の制限を、当該変更を反映するために修正するこ

とができます。当社が定款で定める日以外の日を基準日又はその他の株主確定日として設定する場合、

当社は当該基準日又はその他の株主確定日の東京における２営業日前までに受託会社及び本新株予約権

付社債権者に対して書面にて、本新株予約権を行使することができない期間を通知するものとします。 

「基準日」とは、当社の定款又は当社が指定するその他の方法で株式の所持人に対する配当若しくはそ

の他の分配又は権利を付与する目的で決められた日をいいます。但し、当社が当該基準日を設けておら

ずかつその設定が要求される場合、基準日は、当該事由が効力を生ずる日を指すものとします。  
  

   ４ 当社が組織再編等を行なう場合の承継会社等による新株予約権の交付に関する事項  

    (1)組織再編等が生じた場合には、当社は、承継会社等（以下に定義する。）をして、新株予約権付社債の

要項に従って、本新株予約権付社債の主債務者としての地位を承継させ、かつ、本新株予約権に代わる

新たな新株予約権を交付させるよう最善の努力をするものとします。但し、かかる承継及び交付につい

ては、(ⅰ)その時点で適用のある日本の法令上実行可能であり、(ⅱ)そのための仕組みが既に構築され

ているか又は構築可能であり、かつ、(ⅲ)当社又は承継会社等が、当該組織再編等の全体から見て不合

理な（当社がこれを判断する。）費用（租税を含む。）を負担せずに、それを実行することが可能であ

ることを前提条件とします。かかる場合、当社は、また、承継会社等が当該組織再編等が生じた日にお

いて日本の上場会社であるよう最善の努力をするものとします。本(1)に記載の当社の努力義務は、当

  

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×

既発行株式数 ＋
発行又は処分株式数 × １株当たりの払込金額

時 価 

既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数 
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社が受託会社に対して当該組織再編等の効力発生日において承継会社等の普通株式が日本国内の金融商

品取引所において上場されることを当社が予想していない（理由を付するものとする。）旨の証明書を

交付する場合には、適用されません。 

「承継会社等」とは、組織再編等における相手方であって、本新株予約権付社債及び／又は本新株予約

権に係る当社の義務を引き受ける会社をいいます。 

       (2)上記(1)の定めに従って交付される承継会社等の新株予約権の内容は下記のとおりとします。 

①新株予約権の数 

  当該組織再編等の効力発生日の直前において残存する本新株予約権付社債に係る本新株予約権の数と

  同一の数とします。 

②新株予約権の目的である株式の種類 

  承継会社等の普通株式とします。 

③新株予約権の目的である株式の数 

 承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編等の条

 件等を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、下記(ⅰ)又は(ⅱ)に従いま 

 す。なお、転換価額は上記２(3)と同様の調整に服します。 

 (ⅰ)合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を

   行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編等において受領する承継会社

   等の普通株式の数を、当該組織再編等の効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使した

   ときに受領できるように、転換価額を定めます。当該組織再編等に際して承継会社等の普通株式

   以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産の価値を承継会社等の普通

   株式の時価で除して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにし

   ます。 

 (ⅱ)上記以外の組織再編等の場合には、当該組織再編等の効力発生日の直前に本新株予約権を行使し

   た場合に本新株予約権付社債権者が得られるのと同等の経済的利益を、当該組織再編等の効力発

   生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使したときに受領できるように、転換価額を定めま 

   す。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額 

 承継会社等の新株予約権の行使に際しては、承継された本社債を出資するものとし、当該本社債の価

 額は、承継された本社債の額面金額と同額とします。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

 当該組織再編等の効力発生日（場合によりその14日後以内の日）から、上記３に定める本新株予約権

 の行使期間の満了日までとします。 

⑥その他の新株予約権の行使の条件 

 承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとします。 

⑦承継会社等による新株予約権付社債の取得 

 承継会社等は、承継会社等の新株予約権及び承継された社債を、本新株予約権付社債と同様に取得す

 ることができます。 

⑧新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

 規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の 

 結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、

 資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とします。 

⑨組織再編等が生じた場合 

 承継会社等について組織再編等が生じた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取り扱いを行いま 

 す。 

⑩その他 

 承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する承継会社等の普通株式の数につき、１株

 未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨て、現金による精算は行いません。承継会社等の新株予約

 権は承継された本社債と分離して譲渡できません。 

    (3)当社は、上記(1)の定めに従い本社債及び信託証書に基づく当社の義務を承継会社等に引き受け又は承 

継させる場合、本新株予約権付社債の要項に定める一定の場合には保証を付すほか、本新株予約権付社

債の要項に従います。  
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該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が197株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数197個が含まれております。 

（注）２．当３四半期会計期間において、ストック・オプションに係る新株予約権の行使及び自己株式の取得の実施が 

     あったため、平成23年12月31日現在の自己株式数は663,015株（発行済株式総数に対する割合14.78％）であり

ます。        

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
 発行済株式 
 総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年10月１日～ 

平成23年12月31日 
－  4,484,818 －  141,851 －  305,676

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株） 

普通株式    238,976

  

－ 

  

－ 

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,245,842  4,245,842 － 

単元未満株式 － － 
当社は単元株制度を採用

しておりません。 

発行済株式総数  4,484,818 － － 

総株主の議決権 －  4,245,842 － 
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②【自己株式等】 

（注）１. 上記の他、株主名簿上は当社名義となっているものの、実質的には所有していない株式が２株（議決権２個）

あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めて

おります。 

（注）２．平成23年11月28日開催の取締役会決議（会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条

の規定に基づく自己株式の取得）に基づき、当第３四半期会計期間に以下のとおり自己株式の取得を行いまし

た。 

     ①取得した株式の種類      普通株式 

     ②取得した株式の総数      424,126株 

     ③取得価額の総額        220,969,646千円 

     ④発行済株式総数に対する割合  9.45％ 

     ⑤取得日            平成23年12月２日  

  

    上記の自己株式取得及びストック・オプションに係る新株予約権の行使の結果、平成23年12月31日現在の 

    自己株式の保有状況は以下のとおりです。 

     ①自己株式総数         663,015株 

     ②発行済株式総数に対する割合  14.78％   

  

該当事項はありません。  

   

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

KDDI株式会社（注） 

東京都新宿区西新宿 

二丁目３番２号 
 238,976  －  238,976  5.32

計 －  238,976  －  238,976  5.32

２【役員の状況】
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